
◎育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法

律 
（令和六年五月三一日法律第四二号）   

一、 提案理由（令和六年四月一七日・衆議院厚生労働委員会） 

○武見国務大臣 ただいま議題となりました育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律案

につきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 少子高齢化が進展し、人口減少が加速している中で、男女共に仕事と育児、介護を両

立し、誰もが活躍できる社会を実現することが重要な課題となっています。こうした状

況を踏まえ、子の年齢に応じ柔軟な働き方を実現するための措置の拡充、育児休業の取

得状況の公表義務の拡大や次世代育成支援対策の推進、強化、介護離職防止のための仕

事と介護の両立支援制度に関する周知の強化等を通じて、男女共に仕事と育児、介護を

両立できる職場環境を整備するため、この法律案を提出いたしました。 

 以下、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明いたします。 

 第一に、三歳以上小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主が職場のニーズ

を把握した上で、柔軟な働き方を実現するための措置を二つ以上講じ、労働者が選択し

て利用できるようにすることを義務づけることとしています。また、所定外労働の制限

の対象となる労働者の範囲を、小学校就学前の子を養育する労働者に拡大することとし

ています。あわせて、子の看護休暇を感染症に伴う学級閉鎖等の場合も取得可能とし、

対象となる労働者の範囲を小学校第三学年修了までの子を養育する労働者に拡大するこ

ととしています。 

 第二に、妊娠、出産等の申出をしたときや、子が三歳に達する前の時期に、仕事と育

児の両立に関する労働者の意向を個別に確認するとともに、確認した意向に配慮するこ

とを事業主に義務づけることとしています。 

 第三に、育児休業の取得状況の公表を義務づける事業主の範囲を、常時雇用する労働

者の数が三百人を超える事業主まで拡大するとともに、次世代育成支援対策推進法の行

動計画を策定する際、育児休業の取得状況や労働時間の状況に関する数値目標を設定す

ること等を事業主に義務づけることとしています。 

 第四に、仕事と介護の両立支援制度等に関する個別の周知等を事業主に義務づけると

ともに、仕事と介護の両立支援制度等に関する雇用環境の整備を事業主に義務づけるこ

ととしています。 

 最後に、この法律案の施行期日は、一部の規定を除き、令和七年四月一日としていま

す。 

 以上が、この法案の提案の理由及びその内容の概要でございます。 

 御審議の上、速やかに可決していただくことをお願いいたします。 



 以上であります。 

二、 衆議院厚生労働委員長報告（令和六年五月七日） 

○新谷正義君 ただいま議題となりました育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律案に

ついて、厚生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、育児、介護に関する労働者の個別の事情に対応して、男女共に仕事と育児、

介護を両立できるようにするため、所要の措置を講じようとするもので、その主な内容

は、 

 第一に、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充すること、 

 第二に、労働者の育児休業の取得状況を公表しなければならない事業主の範囲を拡大

すること、 

 第三に、事業主に対し、仕事と介護の両立支援制度の個別周知及び意向確認を義務づ

けること、 

 第四に、次世代育成支援対策推進法の有効期限を十年間延長すること 

等であります。 

 本案は、去る四月十一日の本会議において趣旨説明が行われた後、同日本委員会に付

託されました。 

 本委員会におきましては、十七日武見厚生労働大臣から趣旨の説明を聴取し、十九日

から質疑に入り、二十三日には参考人から意見を聴取し、二十四日には大成建設株式会

社の視察を行い、二十六日質疑を終局いたしました。次いで、採決の結果、本案は全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月二六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 本法による見直し後の子の看護等休暇制度については、その取得理由や利用日数、

子の病気等のために各種制度を利用した日数等を把握し、その結果も踏まえ、労働政

策審議会において、子の対象年齢や取得可能日数などの必要な検討を行うこと。 

二 所定外労働の制限、時間外労働の制限及び深夜業の制限について、その利用状況を

把握し、その結果も踏まえ、労働政策審議会において、子の対象年齢などの必要な検

討を行うこと。 

三 三歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関する柔軟な働き方を実現するため

の措置について、三つ以上の措置を講じるなど可能な限り労働者の選択肢を広げるよ

う工夫することが望ましいことを指針で明記するとともに、施行の状況を踏まえ、労

働政策審議会において、労働者の選択肢や子の対象年齢などの必要な検討を行うこ

と。 



四 政府が掲げる男性の育児休業取得率の目標の達成に向けては、取得率だけでなく、

育児休業の「質の向上」の観点から、男性の育児休業の取得日数等の数値も参照し

て、男性の育児・家事への参画の推進のための効果的な方策を推進すること。 

五 出産や育児への父親の積極的な関わりを促進するとともに、母親だけでなく父親も

不安なく子育てにあたることができるよう、伴走型相談支援において切れ目無く支援

を提供すること。また、企業における父親も対象にした出産や育児への積極的な関わ

りの促進に向けた取組を推進すること。 

六 介護休業等の対象となる要介護状態についての現行の判断基準は、主に高齢者介護

を念頭に作成されており、子に障害のある場合や医療的ケアを必要とする場合には解

釈が難しいケースも考え得ることから、早急に見直しの検討を開始し、見直すこと。

また、検討で得られた知見などを踏まえ、厚生労働省とこども家庭庁とが連携し、障

害者支援に係る団体等の協力も得ながら、障害のある子や医療的ケアを必要とする子

を持つ親が、子のケアと仕事を両立するための包括的支援について検討すること。 

七 男女ともに仕事と育児・介護の両立を実現するためには、職場全体における長時間

労働の是正が不可欠であることから、働き方改革をより一層推進し、育児期・介護期

に限らず全てのライフステージにおける労働者のワーク・ライフ・バランスの実現に

取り組むこと。 

三、 参議院厚生労働委員長報告（令和六年五月二四日） 

○比嘉奈津美君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、男女共に仕事と育児、介護を両立できるようにするため、子の年齢に応

じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充、育児休業取得状況の公表義務の対象拡

大、個別の労働者への仕事と育児の両立に係る意向の聴取及び仕事と介護の両立支援制

度の周知等の義務付け、次世代育成支援対策推進法による行動計画の策定時における数

値目標の設定等の義務付け等の措置を講ずるとともに、同法の有効期限を十年間延長し

ようとするものであります。 

 委員会におきましては、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の在り

方、仕事と育児、介護の両立支援推進に向けた企業への支援策、介護離職を防止するた

めの取組の実効性等について質疑を行うとともに、参考人から意見を聴取しましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月二三日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 



一、本法による見直し後の子の看護等休暇制度については、その取得理由や利用日数、

子の病気等のために各種制度を利用した日数等を把握し、その結果も踏まえ、労働政

策審議会において、子の対象年齢や取得可能日数などの必要な検討を行うこと。 

二、所定外労働の制限、時間外労働の制限及び深夜業の制限について、その利用状況を

把握し、その結果も踏まえ、労働政策審議会において、子の対象年齢などの必要な検

討を行うこと。 

三、三歳から小学校就学前の子を養育する労働者に関する柔軟な働き方を実現するため

の措置について、三つ以上の措置を講じるなど可能な限り労働者の選択肢を広げるよ

う工夫することが望ましいことを指針で明記するとともに、施行の状況を踏まえ、労

働政策審議会において、労働者の選択肢や子の対象年齢などの必要な検討を行うこと。

また、労働者がこれまで利用してきた制度がある場合には、それが引き続き利用でき

るよう配慮することが望ましい旨、指針で示すこと。 

四、政府が掲げる男性の育児休業取得率の目標の達成に向けては、取得率だけでなく、

育児休業の「質の向上」の観点から、男性の育児休業の取得日数等の数値も参照して、

男性の育児・家事への参画の推進のための効果的な方策を推進すること。 

五、出産や育児への父親の積極的な関わりを促進するとともに、母親だけでなく父親も

不安なく子育てにあたることができるよう、伴走型相談支援において切れ目無く支援

を提供すること。また、企業における父親も対象にした出産や育児への積極的な関わ

りの促進に向けた取組を推進すること。 

六、介護休業等の対象となる要介護状態についての現行の判断基準は、主に高齢者介護

を念頭に作成されており、子に障害のある場合や医療的ケアを必要とする場合には解

釈が難しいケースも考え得ることから、早急に見直しの検討を開始し、見直すこと。

また、検討で得られた知見などを踏まえ、厚生労働省とこども家庭庁とが連携し、障

害者支援に係る団体等の協力も得ながら、障害のある子や医療的ケアを必要とする子

を持つ親が、子のケアと仕事を両立するための包括的支援について検討すること。さ

らに、仕事と育児の両立支援に係る個別の意向の確認と配慮に当たっては、子に障害

がある場合や医療的ケアを必要とする場合であって希望するときは、「短時間勤務制

度の期間の延長」や「子の看護等休暇制度等の利用可能期間の延長」が望ましい旨、

指針で示すこと。 

七、仕事と育児の両立支援に係る個別の意向の確認と配慮に当たっては、ひとり親家庭

等特別の事情がある場合であって希望するときは、子の看護等休暇制度等の付与日数

に配慮することが望ましい旨、指針で示すこと。 

八、育児休業・介護休業後、労働者の希望に応じて原職復帰がされるよう、指針におい

て育児休業・介護休業取得後に原職又は原職相当職に復帰させるよう配慮することと

されていることについて、周知徹底を行うこと。また、長時間労働等により原職復帰

を躊躇させることがないよう、男女問わず長時間労働の是正を目指すこと。 



九、男女ともに仕事と育児・介護の両立を実現するためには、職場全体における長時間

労働の是正が不可欠であることから、働き方改革をより一層推進し、育児期・介護期

に限らず全てのライフステージにおける労働者のワーク・ライフ・バランスの実現に

取り組むこと。また、仕事と育児・介護の両立を困難とするような配転命令に対し、

労働者の個々の状況への配慮について効果的な取組を推進すること。 

十、最高裁判所から、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律について、「事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」に同性パートナーが該当

し得ると解するのが相当との判決が出たことを踏まえ、育児・介護休業法における

「配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）」の解釈について、必要な検討を行うこと。 

十一、仕事と育児・介護の両立支援制度の運用において、人員や職員の配置基準が定め

られている医療・介護・福祉の職種に関しては、引き続き、サービスの質の確保の観

点も踏まえながら、配置基準の柔軟な運用の在り方について必要な検討を行うこと。 

 右決議する。 


